
  
 

 

一般財団法人土浦市産業文化事業団職員の 

人事及び勤務並びに服務に関する規程 
（昭和４８年５月４日規程第４号） 

  改正 昭和５８年３月２８日規程第５号  改正 平成４年１２月２４日規程第３号 

改正 平成５年３月２５日規程第４号   改正 平成７年３月２８日規程第１号 

改正 平成９年１２月１９日規程第１２号 改正 平成１１年３月３０日規程第２号 

改正 平成１２年３月２４日規程第１号  改正 平成１３年５月２２日規程第２号 

改正 平成１４年３月２６日規程第６号  改正 平成１４年５月２８日規程第８号 

改正 平成１４年１２月２５日規程第９号 改正 平成１８年９月４日規程第６号 

改正 平成１９年３月２７日規程第３号  改正 平成２１年３月２７日規程第２号 

改正 平成２５年３月２８日規程第１号  改正 平成２９年５月１２日規程第４号 

  改正 平成３１年３月２７日規程第１号 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は，一般財団法人土浦市産業文化事業団（第３条，第１１条の６及び第

２２条において「事業団」という。）に勤務する職員（以下「職員」という。）の人事

及び勤務並びに服務に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第２章 人事 

 （採用） 

第２条 職員の採用は，試験又は選考による。 

（就職希望者の提出書類） 

第３条 事業団に就職を希望する者は，次の書類を理事長に提出しなければならない。 

（１）履歴書 

（２）住民票記載事項証明書 

（３）身上調書 

（４）健康診断書 

（５）写真 

（６）その他理事長が必要と認める書類 

（採用された者の提出書類） 

第４条 職員に採用された者は，採用の日から１４日以内に次の書類を理事長に提出しな

ければならない。 

（１）誓約書 

（２）身元保証書 

（３）住所届 

（４）その他理事長が必要と認める書類 

 （記載事項の変更届） 

第５条 職員は前２条に掲げる提出書類の記載事項に変更があったときは，遅滞なくその

旨を届け出るとともに，必要な書類を提出しなければならない。 



  
 

 

（試用期間） 

第６条 職員に採用された者については，採用の日から６箇月間を試用期間とする。 

２ 前項の試用期間中において，理事長が職員としてふさわしくないと認めるときは，第

１０条の規定にかかわらず解雇することができる。この場合において採用の日から１４

日を超えて勤務した職員については，第１１条の規定の適用があるものとする。 

３ 第１項の試用期間を良好な成績で勤務した者は，採用の日にさかのぼって正式採用と

して取扱うものとする。 

（転職） 

第７条 理事長は，業務遂行上必要があるときは，職員に対し，職員の転換又は職種の変

更を命ずることがある。 

（休職） 

第８条 理事長は，職員が次の各号の一に該当するときは，その意に反して休職を命ずる

ことができるものとする。 

（１）第１５条に規定する療養有給休暇の期限満了後引き続き出勤できないとき。 

（２）第１８条に規定する欠勤が１月以上に及び引き続き勤務することが困難であると認

めたとき。 

（３）刑事事件に関し起訴されたとき。 

２ 前項の休職期間は，１年以内において必要と認める期間とする。ただし，前項第３号

の規定による期間は，当該事件が裁判所に係属する間とする。 

３ 前項本文の規定による期間中であっても，その理由が消滅したと認めたときは，すみ

やかに復職を命ずるものとする。 

（退職） 

第９条 職員は，前条第２項本文に規定する期間中に復職を命ぜられないときは，その期

間満了の日の翌日に自然退職となるものとする。 

２ 職員が死亡したときは，その死亡の日に自然退職となるものとする。 

３ 職員が退職を希望するときは，少なくとも１４日前までに，その旨を理事長に申し出

て，その承諾を得なければならない。 

（解雇） 

第１０条 理事長は，職員が次の各号の一に該当したときは，当該職員を解雇することが

できるものとする。 

（１）第１４条第２項の規定による承認を受けないで，欠勤が１月を超えたとき。 

（２）勤務成績が著しく不良で勤務に適しないと理事長が認めたとき。 

（３）心身の故障のため，業務の遂行に支障があり，又はこれにたえられないとき。ただ

し，労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「基準法」という。）第１９条に規

定する事由に起因するときは，同条の規定の適用があるものとする。 

（４）前各号に掲げるもののほか，この規程に違反し，その他不都合な行為があったとき。 

（解雇予告） 

第１１条 理事長は，第１０条の規定による場合を除くほか，職員を解雇しようとすると

きは，特別の事情のない限り，３０日前までに予告するものとする。 

２ 理事長は，前項の予告をしないで解雇しようとするときは，その者に対し，基準法第

１２条に規定する平均賃金の３０日分の額を解雇予告手当として支払うものとする。た

だし，天災事変その他やむを得ない事由のため業務の継続が不可能となったとき，又は

職員の責に帰すべき事由により行政官庁からその事由の認定を受けて解雇しようとする

ときは，この限りでない。 



  
 

 

 （定年退職） 

第１１条の２ 職員の定年は，年齢６０年とする。 

２ 職員は，定年に達したときには，定年に達した日以後における最初の３月３１日（以 

下「定年退職日」という。）に退職する。 

（定年で退職する者の再雇用） 

第１１条の３ 理事長は，定年退職日に退職する職員のうち，再雇用を希望する者につい 

ては，別に定めるところにより，定年退職日の翌日から１年更新で年齢６５年に達した 

日以後における最初の３月３１日までを限度として再雇用するものとする。 

（再雇用後の処遇） 

第１１条の４ 前条の規定により再雇用をした職員の雇用の形態及び期間並びに給与その 

他処遇については，別に定める。 

 （定年に関する施策の調査等） 

第１１条の５ 理事長は，職員の定年に関する事務の適正な運営を確保するため，職員の

定年に関する制度の実施に関する施策を調査研究し，その権限に属する事務について適

切な方策を講ずるものとする。 

 （懲戒） 

第１１条の６ 職員が次の各号に該当する場合には，これに対し懲戒することができる。 

（１）事業団の諸規程に違反したとき。 

（２）職務上の義務に違反し，又は職務を怠ったとき。 

（３）故意又は重大な過失により，事業団に不利益を与える行為をしたとき。 

（４）事業団の信用を失墜する行為をしたとき。 

（５）事業団職員としてふさわしくない非行のあったとき。 

 （懲戒の種類及び方法） 

第１１条の７ 懲戒は次の各号のいずれかによって行う。 

（１）戒告 職員の規律違反の責任を確認しその将来を戒める。 

（２）減給 １日以上６月以下給料の１０分の１以下を減ずるものとする。 

（３）停職 １日以上６月以下の期間，その職を保有するが職務に従事しない。停職期間

中，いかなる給与も支給しない。 

（４）懲戒免職 予告なしで職員の意に反し解雇する。 

 （表彰） 

第１１条の８ 職員が次の各号の一に該当する場合は表彰することができる。 

（１）業務の遂行に関し，特に優れた研究又は創意工夫をし，事業の発展に貢献した者 

（２）災害事故を未然に防止し，又は災害事故の際特に功労があった者 

（３）前各号に準ずる善行又は功労があったと認められた者 

第３章 勤務 

 （勤務時間等） 

第１２条 職員の勤務時間，始業及び終了時刻，休憩時間，休日等の規定は，一般財団法

人土浦市産業文化事業団職員就業規則（平成１４年規則第１号）で定めるものとする。 

 （休暇） 

第１３条 休暇の種類は，次のとおりとする。 

（１）年次休暇 

（２）療養休暇 

（３）特別休暇 

２ 前項各号の休暇は，有給とする。 



  
 

 

 （年次休暇） 

第１４条 年次休暇は，一の年度ごとにおける休暇とし，その日数は，一の年度において

２０日とする。ただし，当該年度の中途において新たに採用された職員に対しては，そ

の者が当該年度に在職することとなる期間（以下「在職期間」という。）に応じ，下表

のとおり与えるものとする。 

 

在職期間 日数 

1 月に達するまでの期間 2 日  

1 月を超え 2 月に達するまでの期間 3 日  

2 月を超え 3 月に達するまでの期間 5 日  

3 月を超え 4 月に達するまでの期間 7 日  

4 月を超え 5 月に達するまでの期間 8 日  

5 月を超え 6 月に達するまでの期間 10 日  

6 月を超え 7 月に達するまでの期間 12 日  

7 月を超え 8 月に達するまでの期間 13 日  

8 月を超え 9 月に達するまでの期間 15 日  

9 月を超え 10 月に達するまでの期間 17 日  

10 月を超え 11 月に達するまでの期間 18 日  

11 月を超え 1 年未満の期間 20 日  

 

２ 前項の休暇は，職員の請求によって与える。ただし，その期日が業務遂行上支障のあ

るときは，他の期日に変更して与えることができる。 

（療養休暇） 

第１５条 理事長は，職員が職務外による負傷又は疾病のため療養を要する場合は，１年

以内において必要と認める期間の療養休暇を与える。 

２ 前項の規定にかかわらず職員の健康上勤務時間を短縮する必要があると認める場合は，

１年以内において必要と認める期間半日又は１時間単位の療養休暇を与えることができ

る。 

３ 職員は，前項の療養を要するときは，医師の診断書を添えて，書面により療養休暇願

を理事長に提出しなければならない。 

４ 労働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号）第６１条第１項の規定に基づいて

終業禁止を命じた場合において，１年以内は療養休暇の扱いとする。 

 （特別休暇） 

第１６条 職員は，災害その他特別の事情があるときは，前２条に定めるもののほか，次

項に定めるところにより，事前にその事情を記載した書面により特別休暇を理事長に請

求することができる。 

２ 理事長が特別休暇を与えることのできる事項及び期間は，別表のとおりとする。 

 （出勤） 

第１７条 職員は，始業時刻までに出勤し，職務に従事しなければならない。 

（欠勤） 



  
 

 

第１８条 職員が第１４条から第１６条までの休暇によらないで出勤しないとき又は遅刻

若しくは早退したときは，欠勤とする。 

２ 職員は，前項の欠勤をするときは，あらかじめ理事長に申請し，その承認を受けなけ

ればならない。ただし，申請の暇がないときは，事後すみやかにその承認を受けるもの

とする。 

 （旅行） 

第１９条 理事長は，業務遂行上必要があるときは，用件，日程等を掲示して職員に旅行

を命じ，又は職場外で勤務させることがある。 

２ 前項の場合において，勤務時間を算定し難いときは，第１２条に規定する勤務時間の

勤務をしたものとみなす。ただし，あらかじめ別段の指示を受けたときはこの限りでな

い。 

３ 職員は，第１項の規定により旅行又は職場外で勤務し，その用件を終わり帰着したと

きは，すみやかに理事長に対し，復命しなければならない。 

（女子及び年少者の本章規定の適用） 

第２０条 女子及び満１８才未満の職員に対して，理事長は，基準法第６章の規定に違反

しない範囲で本章の規定を適用するものとする。 

 

第４章 服務 

（服務の基本原則） 

第２１条 職員は，この規程に定めるもののほか，職務上の指示命令に従い，自己の職務

に専念し，業務能率の向上に努めるとともに互に協力して，職場の秩序を維持しなけれ

ばならない。 

（就業規律） 

第２２条 職員は，次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）常に品位を保ち，事業団及びその職の信用を傷つけ，又は事業団の不名誉となるよ

うな行為をしてはならない。 

（２）職務上知り得た秘密に属する事項は，法令による証人，鑑定人等となるため，事業

団の理事長の許可を受けた場合を除くほか，他に漏らしてはならない。その職を退い

た後もまた同様とする。 

（３）職務以外の目的で職場の機械，器具その他の物品を使用し，又は外部の者に使用さ

せてはならない。 

（４）職場の機械，器具その他の備品を大切にし，事務用品その他の消耗品を節約すると

ともに，その保管を厳重にしなければならない。 

（５）職場の整理整頓に努め，常に清潔を保つようにしなければならない。 

（６）勤務時間中は，みだりに職場を離れてならない。 

（７）営利を目的とする私企業を営む会社その他団体の役員を兼ね，若しくは報酬を得て 

いかなる事業又は事務に従事してはならない。ただし，理事長の承認を得たときは，

この限りではない。 

２ 職員は，故意又は重大な過失により事業団に損害を与えたときは，その賠償をしなけ

ればならない。 

 （身分証明書及び胸章） 

第２３条 職員は，職務遂行にあたっては，身分を明らかにするため，理事長が発行する

次の身分証明書を携帯しなければならない。 

  



  
 

 

身分証明書（表面）             （裏面） 

 

 

 

 

 

 

 

8.5cm 

 

 

 

 

 

 

 

            6 ㎝ 

２ 職員は，次の職員胸章を上衣左胸につけなければならない。 

                  胸   章 

 

   

 

2.5cm 

 

  

 

4.5 ㎝ 

 

台地は白色とし，所属名は赤色，姓は黒色とする。 

３ 前２項の身分証明書，胸章は，他人に貸与してはならない。 

４ 職員が退職し，又は解雇されたときは，第１項及び第２項に規定する身分証明書，胸

章を返還しなければならない。 

 （委任） 

第２４条 この規程に定めのない事項及びこの規程の施行に関し必要な事項は，基準法の 

規定するところに従い，又は同法の規定に違反しない範囲で理事長が定めるものとする。 

 

付 則 

 この規程は，昭和４８年５月４日から施行し，昭和４８年４月１２日から適用する。 

   付 則（昭和５８年３月２８日規程第５号） 

（施行期日） 

１ この規程は，昭和６０年３月３１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただ

し，第１１条の次に４条を加える改正規定中定年に関する施策の調査に係る部分は，公

布の日から施行する。 

契  約  

 

身 分 証 明 書  №  

 下記の者は，当事業団の職員である  

ことを証明する。  

   氏名             

生年月日    年  月  日生  

住  所あ            

勤  務  地あ            

勤務所名あ            

      年  月  日 発行  

事業団住所  

一般財団法人土浦市産業文化事業団  

理事長            印  

 

 

 

 

 

注  意  事  項  

 

（１）この証明書は，常に本人が携帯  

  し他人に貸与してはならない。  

（２）この証明書を紛失したときは，

ただちに発行者に届けて出なけれ

ばならない。  

（３）この証明書は，新たな証明書の

交付を受けたとき又は有効期限を

経過したときは，ただちに発行者

に返さなければならない。  

（４）この証明書の有効期間は，発行

の日から２箇年とする。  

所   属    名  

 

 

姓  



  
 

 

 （経過措置） 

２ 職員で，この規程の施行日の前日までにこの規程による改正後の財団法人土浦市産業

文化事業団職員の人事及び勤務並びに服務に関する規程（以下「改正後の規程」という。）

第１１条の３で定める年齢に達している者は，この規程の施行日に退職する。 

３ 改正後の規程第１１条の３の規定は，前項の規定により職員が退職した場合に準用す

る。この場合において，改正後の規程第１１条の３第１項中「第１１条の２」とあるの

は，「財団法人土浦市産業文化事業団職員の人事及び勤務並びに服務に関する規程の一

部を改正する規程（昭和５８年規程第５号）付則第２項」と，同条第３項中「その者に

係る定年退職日」とあるのは「その者が第１１条の３に定める年齢に達した日」と読み

替えるものとする。 

   付 則（平成４年１２月２４日規程第３号） 

この規程は，平成５年１月１日から施行する。 

  付 則（平成５年３月２５日規程第４号） 

この規程は，平成５年４月１日から施行する。 

  付 則（平成７年３月２８日規程第１号） 

この規程は，平成７年４月１日から施行する。 

  付 則（平成９年１２月１９日規程第１２号） 

この規程は，平成９年１２月１９日から施行する。 

  付 則（平成１１年３月３０日規程第２号） 

この規程は，平成１１年４月１日から施行する。 

  付 則（平成１２年３月２４日規程第１号） 

この規程は，平成１２年４月１日から施行する。 

  付 則（平成１３年５月２２日規程第２号） 

１ この規程は，平成１３年５月２２日から施行し，平成１３年４月１日から適用する。 

２ この規程施行の日において，この規程による改正後の財団法人土浦市産業文化事業団

職員の人事及び勤務並びに服務に関する規程別表第２第２０項に規定する年数を超えて

いる職員については，同項の規定にかかわらず同項の規定に基づく特別休暇を付与する

ものとし，当該付与に関して必要な事項は，別に定める。 

   付 則（平成１４年３月２６日規程第６号） 

 （施行期日） 

第１条 この規程は，平成１４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の財団法人土浦市産業文化事業団職員の人事及び勤務並びに服務に関する規程

（以下「新規程」という。）第１６条の４第２項（同条第３項の規定により読み替えて

準用する場合を含む。）の規定は，この規程の施行の日以後にする請求から適用し，同

日前にした請求による時間外勤務の制限については，なお従前の例による。 

（経過措置） 

第２条 新規程第１６条の２の規定は，改正前の財団法人土浦市産業文化事業団職員の人

事及び勤務並びに服務に関する規程（以下「旧規程」という。）第１６条の２の規定に

より介護休暇の承認を受けた職員で施行日において当該承認に係る介護を必要とする一

の状態についての介護休暇の初日から起算して３月を経過しているもの（当該介護休暇

の初日から起算して６月を経過するまでの間にある職員に限る。）についても適用する。

この場合において，新規程第１６条の２第２項中「連続する６月の期間内」とあるのは，

「平成１４年４月１日から，当該状態についての介護休暇の初日から起算して６月を経

過する日までの間」とする。 



  
 

 

２ 旧規程第１６条の２の規定により介護休暇の承認を受け，施行日において当該承認に

係る介護を必要とする一の継続する状態についての介護休暇の初日から起算して３月を

経過していない職員の介護休暇の期間については，新規程第１６条の２第２項中「連続

する６月の期間内」とあるのは，「当該状態についての介護休暇の初日から起算して６

月を経過する日までの間」とする。 

 付 則（平成１４年５月２８日規程第８号） 

この規程は，平成１４年６月１日から施行する。 

   付 則（平成１４年１２月２５日規程第９号） 

この規程は，平成１５年１月１日から施行する。 

  付 則（平成１８年９月４日規程第６号） 

１ この規程は，公表の日から施行する。ただし，改正後の第１１条の３及び第１１条の

４の規定は，平成１８年４月１日から適用する。 

２ この規程の施行にあたり，第１１条の３の規定の適用については，同条中「６５年」

とあるのは，次に定めるところにより読み替えるものとする。 

（１）平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの間に年齢が６０年に達する者 

  については，６３年 

（２）平成１９年４月１日から平成２１年３月３１日までの間に年齢が６０年に達する者 

  については，６４年 

   付 則（平成１９年３月２７日規程第３号） 

 この規程は，平成１９年４月１日から施行する。 

   付 則（平成２１年３月２７日規程第２号） 

 この規程は，平成２１年４月１日から施行する。 

付 則（平成２５年３月２８日規程第１号） 

 この規程は，平成２５年４月１日から施行する。 

付 則（平成２９年５月１２日規程第４号） 

 この規程は，平成２９年５月１２日から施行する。 

   付 則（平成３１年３月２７日規程第１号）  

 （施行期日）  

１ この規程は，平成３１年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この規程の施行の日（以下「施行日」という。）の前日に在職する職員に係る平成３

１年度における年次休暇の日数については，この規程による改正後の一般財団法人土浦

市産業文化事業団職員の人事及び勤務並びに服務に関する規程第１４条第１項の規定に

かかわらず，平成３１年１月１日（同日から施行日の前日までの間に新たに職員となっ

た者にあっては，当該新たに職員となった日。以下「基準日」という。）においてこの

規程による改正前の一般財団法人土浦市産業文化事業団職員の人事及び勤務並びに服務

に関する規程第１４条第１項の規定により平成３１年に付与された年次休暇の日数から，

基準日から施行日の前日までの間に使用した年次休暇の日数を減じて得た日数に５日を

加えた日数とする。  



  
 

 

別表（第１６条関係）  

その１  

事     由  承認を与える期間  

１ 感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律（平成１０年法律第

１１４号）により交通を制限され又は遮

断された場合  

必要と認められる期間  

２ 地震，水害，火災その他の災害又は交

通機関の事故等により出勤することが著

しく困難であると認められる場合  

上記に同じ  

３ 地震，水害，火災その他の災害により

職員の現住居が滅失し，又は損壊した場

合で，職員が当該住居の復旧作業等のた

め勤務しないことが相当であると認めら

れるとき。  

７日の範囲内の期間  

４ 職員が証人，鑑定人，参考人等として

国会，裁判所，地方公共団体の議会その

他官公署へ出頭する場合で，その勤務し

ないことがやむを得ないと認められると

き。  

必要と認められる期間  

５ 職員が選挙権その他公民としての権利

を行使する場合で，その勤務しないこと

がやむを得ないと認められるとき。  

上記に同じ  

６ 基準法第８５条の規定により，労働災

害補償に関する決定についての不服申立

人として出頭する場合  

上記に同じ  

７ 事業団の運営上その地位を兼ねること

が特に必要と認められる団体等の地位を

兼ねその地位に属する事務を行う場合  

上記に同じ  

８ 事業団の事務又は事業の運営上の必要

に基づく事務又は事務の全部又は一部の

停止の場合  

上記に同じ  

９ ６週間（多胎妊娠の場合にあっては，

１４週間）以内に出産する予定である女

子職員が申し出た場合  

出産の日までの申し出た期間  

１０ 職員が出産した場合  出産の日の翌日から８週間を経過する日

までの期間（産後６週間を経過した女子

職員が就業を申し出た場合において医師

が支障がないと認めた業務に就く期間を

除く。）  

１１ 職員が生後満１年に達しない  

子を育てる場合  

そのつど必要と認める時間。ただし，２

時間（男子職員にあっては，その子の当

該職員以外の親が当該職員がこの項の休

暇を使用しようとする日におけるこの項

の休暇（これに相当する休暇を含む。）を

承認され，又は基準法第６７条の規定に

より同日における育児時間を請求した場



  
 

 

合は，２時間から当該承認又は請求に係

る時間を差し引いた時間）を超えること

ができない。  

１２ 生理に有害な勤務に従事する女子職

員及び生理のため勤務することが著しく

困難である女子職員の生理日の場合  

必要と認められる期間。ただし，２日を

超えることができない。  

１３ 妊娠中又は出産後１年以内の女子職

員が母子保健法（昭和４０年法律第１４

１号）第１０条に規定する保健指導又は

同法第１３条に規定する健康診査を受け

る場合  

妊娠満２３週間までは４週間に１回，妊

娠満２４週から満３５週までは２週間に

１回，妊娠満３６週から分べんまでは１

週間に１回，産後１年まではその間に１

回（医師等の特別の指示があった場合に

は，いずれの期間についてもその指示さ

れた回数）とし，そのつど必要と認めら

れる期間  

１４ 忌引の場合  この別表その２の死亡した者の区分に応

じ，日数の欄に定める期間内において必

要と認められる期間  

１５ 職員が結婚する場合  ５日を越えない範囲内で必要と認められ

る期間  

１６ 国民体育大会又はこれに準ずる国若

しくは地方公共団体又は公共的団体の主

催する体育大会に役員又は演技者として

参加する場合又は職域代表として体育大

会に参加する場合で理事長が特に必要と

認めるもの  

必要と認められる期間  

１７ 職員が夏季における盆等の諸行事，

心身の健康の維持及び増進又は家庭生活

の充実のため勤務しないことが相当であ

ると認められる場合  

一の年の７月から９月までの期間内にお

ける，職員の休日及び振替休日を除いて

原則として連続する６日の範囲内の期間  

１８ 職員が人間ドックを受診する場合  一の年度において１日の範囲内で人間ド

ックの受診に要する期間  

１９ 職員が骨髄移植のための骨髄液の提

供希望者としてその登録を実施する者に

対して登録の申出を行い，又は骨髄移植

のため配偶者，父母，子及び兄弟姉妹以

外の者の骨髄液を提供する場合で，当該

申出又は提供に伴い必要な検査，入院等

のため勤務しないことがやむを得ないと

認められるとき。  

必要と認められる期間  

２０ 職員が自発的に，かつ，報酬を得な

いで次に掲げる社会に貢献する活動（専

ら親族に対する支援となる活動を除く。）

を行う場合で，その勤務しないことが相

当であると認められるとき。  

ア 地震，暴風雨，噴火等により相当規

模の災害が発生した被災地又はその周

辺の地域における生活関連物資の配布

その他の被災者を支援する活動  

 イ 身体障害者療護施設，特別養護老人

一の年度において５日の範囲内の期間  



  
 

 

ホームその他の主として身体上若しく

は精神上の傷害がある者又は負傷し，

若しくは疾病にかかった者に対して必

要な措置を講ずることを目的とする施

設であって理事長が定めるものにおけ

る活動  

 ウ ア及びイに掲げる活動のほか，身体

上若しくは精神上の傷害，負傷又は疾

病により常態として日常生活を営むの

に支障がある者の介護その他の日常生

活を支援する活動  

２１ 職員が父母の追悼のための特別な行

事（父母の死亡後１５年以内に行われる

ものに限る。）のため勤務しないことが相

当であると認められる場合  

１日の範囲内の期間  

２２ 職員の妻（届出をしないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある者を含む。）が

出産する場合で，職員が妻の出産に伴い

必要と認められる入院の付添い等のため

勤務しないことが相当であると認められ

るとき。  

職員の妻が出産するため病院に入院する

等の日から当該出産の日の翌日から２週

間を経過する日までの期間内における２

日の範囲内の期間  

２３ 永年勤続（職員として採用された日

から起算して２５年に達する場合）の職

員が心身の健康の維持及び増進を図る場

合  

当該２５年に達する日の翌日から１年以

内において連続する５日の範囲内の期間  

２４ 前各号のほか，あらかじめ理事長の

承認を得て定める事項  

当該事項について理事長が承認した期間  

 

その２  

死  亡  し  た  者  日  数  

血  族  

 配  偶  者  １０日  

 一親等の直系尊属（父・母）   ７日  

 同   卑属（子）   ５日  

 二親等の直系尊属（祖父母）   ３日  

 同   卑属（孫）   １日  

 二親等の傍系者（兄弟姉妹）   ３日  

 三親等の傍系尊属（伯叔父母）   １日  

姻  族  

 一親等の直系尊属   ３日  

 同   卑属   １日  



  
 

 

 二親等の直系尊属   １日  

 二親等の傍系者   １日  

 三親等の傍系尊属   １日  

備考 生計を一にする姻族の場合は，血族に準ずる。  

 


